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（P2）（P2）

(略)

震災対策 第１章 総則 第3節 防災関係機関等の責務と処理すべき事務又は業務の大綱
修正前 修正後

(略)

１



（P8） （P8）

震災対策 第２章 災害予防計画 第4節 危険物災害予防計画
修正前 修正後

１．危険物製造所・取扱所等の現況 １．危険物製造所・取扱所等の現況

２



（P10） （P10）

 町は、通信手段の途絶等の対策として、複数の情報伝達手段を確保すると
ともに、町⺠への情報提供手段が途絶えることのないよう、あらかじめ、情
報発信手段及び回線を多重化することにより災害に強い情報通信網の構築を
図る。
 また、定期的な訓練等を通じた平常時からの連携体制の構築を図る。

震災対策 第２章 災害予防計画 第7節 災害時の通信
修正前 修正後

（新規） ４．通信手段確保計画

３



（P10）（P10）

震災対策 第２章 災害予防計画 第8節 気象観測施設等整備計画
修正前 修正後

４



１．地域福祉の推進（新規）

（P19）

 町は、災害発⽣時における避難⾏動要⽀援者の避難誘導、地域住⺠の安全
確認、避難所運営、被災者のニーズ把握及び災害ボランティア活動の展開を
迅速・円滑に進めるため、平常時から、美里町社会福祉協議会（以下「町社
協」という。）、住⺠、⾃治会、消防団、⾃主防災組織、⺠⽣委員児童委
員、ボランティア、ＮＰＯ、社会福祉法人及び企業等と連携して、日常的な
困りごとの把握・対応や災害時の相互協力の在り方について合意形成に努め
るなど、地域の⽀え合いによるまちづくりを進めるものとする。

震災対策 第２章 災害予防計画 第14節 災害ボランティア計画
修正前 修正後

（新規）  災害発⽣時には、国内、国外から多くの善意の⽀援申し入れが寄せられる
ので、町及び関係機関は相互に協力し、ボランティアの受付、調整等の受入
体制の整備に努める。
 大規模又は甚大な災害が発⽣した場合、被災者のニーズや被災者一人ひと
りに対するきめ細やかな⽀援が必要であり、⾏政のみならずボランティアに
よる⽀援活動が大きな力として期待されている。
 災害時のボランティア活動は、⾃主性を持ちながらも、地域の関係機関等
と連携しながら活動を展開することが求められている。
 また、災害発⽣時においては、地域住⺠相互の⽀え合いが不可⽋であり、
平常時から地域住⺠や地域の関係団体等がお互いに助け合い、⽀え合う仕組
みづくりを進めていくことが重要である。
 そこで、災害発⽣時において災害ボランティアによる被災者⽀援が円滑か
つ効果的に展開できるよう、町は県及び関係機関と相互に協力し、ボラン
ティアの受付、調整等の受入体制の整備に努める。

５



震災対策 第２章 災害予防計画 第14節 災害ボランティア計画
修正前 修正後

（新規）  また、町や町社協は、⺠⽣委員児童委員協議会、⽼人クラブ、区⻑会等、
地域の各種会合の際に、防災や災害時対応等について考えてもらう機会も積
極的に取り入れるようにする。
 さらに、その地域だけでは対応できない大規模災害に備えた取組みを進め
るとともに、地域外の⽀援機関・団体との平常時からの連携に努めなければ
ならない。

３．災害ボランティア活動を⽀援する体制整備大規模又は甚大な災害が発⽣
し、災害ボランティアによる救援活動が必要と認められる場合、町は単独又
は複数の市町村の連携による広域単位の被災地災害ボランティアセンター
（以下「災害ボランティアセンター」）を設置する。
（１）災害ボランティアセンター

（新規）

（新規）

（P19-20）

２．関係機関との協働体制の構築
 町や町社協等は、⾃治会、消防団、⾃主防災組織、⺠⽣委員児童委員、ボ
ランティア、ＮＰＯ、社会福祉施設等の関係機関・団体等と、日頃から、定
期的な連携会議の開催や訓練等をとおして各機関・団体相互の役割の明確化
と連携強化に努めるものとする。
 また、災害発⽣直後の混乱した時期における初動体制や段階に応じて変化
する被災者のニーズへの対応等を定めたボランティアに関するマニュアルを
各関係機関・団体の合意のもと策定し、必要な訓練を実施するなど体制強化
に努めるものとする。
 さらに、広域災害も視野に入れ、他市町村社協との連携が円滑になされる
よう、平常時から応援協定の締結等による連携に努めるものとする。

６



（P20）

震災対策 第２章 災害予防計画 第14節 災害ボランティア計画
修正前 修正後

（新規） ア 目的
 災害ボランティアセンターは、被災地における災害ボランティアによる救
援活動を円滑かつ効果的に展開するために設置するものとする。
イ 設置主体
 町及び町社協等は、災害状況に応じて災害ボランティアセンターを、町又
は複数の市町村で連携した広域単位で設置する。
 町及び町社協等は関係機関とあらかじめ協議して設置場所を定めておく。
なお、広域単位での設置の場合も考慮して、事前に近隣市町村や、近隣市町
村社協との協力体制を構築しておく。
ウ 役割と機能
（ア）市町村や県センターとの連絡調整
 ・被災状況や避難所開設状況、ライフライン、公共交通機関の復旧状況
  等の⾏政情報の収集と情報提供
 ・ボランティア及び資材や機材の募集等の要請
（イ）地域のボランティア関係団体との情報交換及び運営スタッフなどの
   協力要請
（ウ）活動用資材や機材の調達（県センター、市町村と連携）
（エ）ボランティアニーズ及び被害状況の把握
 ・相談窓口、相談受付用専用電話の設置
 ・避難場所や被災地の巡回
  特に高齢者や障がい者など、情報の伝達やニーズ把握が困難な人に対
 しては、訪問などにより積極的に働きかける。また、避難者の情報につ
 いて町と共有を図る。
 ・⺠⽣委員児童委員や区⻑など地区の事情に精通した人からの情報収集

７



（P20-21）

震災対策 第２章 災害予防計画 第14節 災害ボランティア計画
修正前 修正後

（新規）  ・ボランティアの受入状況、活動状況についての情報公開
（オ）ボランティアの受入
 ・ボランティアの受付
 ・ボランティア保険未加入者の加入手続き
 （カ）ボランティア希望者の配置等
 ・被災者からの依頼とボランティアの希望する活動とのマッチング
 ・オリエンテーション、ミーティングの実施
 ・災害ボランティアが被災地で⽀援活動を⾏うに当たっての基本的な
  ルールの周知徹底
（キ）ボランティアによる⽀援活動
 ・救援物資の仕分け、配布
 ・現地での⽀援活動
 ・避難所の運営⽀援
 ・在宅被災者への⽣活⽀援
（ク）ボランティアの健康管理
（ケ）その他
エ 組織及び運営体制
（ア）組織
 代表、事務局⻑を置き、必要に応じて班を編成するなど効率的・効果的な
組織体制を整備する。町及び町社協は、地域ボランティア関係団体等とあら
かじめ協議して、その職務を定めておく。
（イ）運営体制
 災害ボランティアセンターは、被災者の⾃立や被災地の一日も早い復旧を
⽀援するための災害ボランティア活動が円滑かつ効果的に⾏えるよう設

８



震災対策 第２章 災害予防計画 第14節 災害ボランティア計画
修正前 修正後

（P21）

置されるものであり、被災者の様々なニーズに対してきめ細かな⽀援が⾏え
るよう、地域ボランティア関係団体や県センターから派遣される運営スタッ
フ、災害対応を専門とするＮＰＯ等が協働し、それぞれが持つ機能やネット
ワークなどが活かされるような運営体制とする。
オ 閉所の時期について
 災害ボランティアセンターの閉所に当たっては、被災地の住⺠組織、関係
機関や団体、⾏政などと慎重に合意形成を図りながら、タイミングを見極め
判断するとともに、町社協等にその活動を引き継いでいく。
（２）専門ボランティアとの協力
 災害発⽣時には、さまざまな被災者や被災地のニーズがあり、その解決の
ためには専門知識や技能等を有する専門ボランティアによる協力体制も必要
となる。
 専門ボランティアの⽀援が必要な場合、各担当課が把握している団体に対
しては、各担当課が直接、⽀援の要請等の連絡調整を図るものとする。
（３）町の対応
ア 連絡調整窓口の設置
 町は、災害ボランティアセンターとの情報交換や協議等を⾏う連絡調整窓
口を設置する。
イ 活動場所の提供
 町は、必要に応じて災害ボランティアセンターの設置施設を確保するとと
もに、活動物資の保管や救援物資の仕分け等ができる施設の提供も考慮して
おく。
ウ ⾏政情報の適切な提供
 町は、被災状況、避難所開設状況、ライフラインの復旧状況、交通規制

（新規）

９



震災対策 第２章 災害予防計画 第14節 災害ボランティア計画
修正前 修正後

（P21）

（新規）

や公共交通機関の復旧状況等の⾏政が把握している情報を、適時適切に災害
ボランティアセンターに提供する。

 災害発⽣という緊急時に、県センターや災害ボランティアセンターの機
能・役割を効果的に発揮するために、平常時から、以下の事業を積極的に推
進することで体制整備を図る。
（１）地域福祉の推進
 町や町社協は災害発⽣前後に避難⾏動要⽀援者の避難誘導や被災後の地域
住⺠の安全確認、避難所運営、被災者のニーズ把握、また、円滑かつ効果的
な災害ボランティア活動を展開するため、平常時からその地域における住⺠
やボランティア、ＮＰＯ、社会福祉法人等と協力して、誰もが安心して暮せ
るよう住⺠見守り活動や⼩地域ネットワーク活動などのまちづくり活動を進
めるものとする。また、ふれあいいきいきサロンや⺠⽣委員児童委員協議
会、⽼人クラブ、区⻑会等、地域の各種会合の際に、防災や災害時対応等に
ついて考えてもらう機会も積極的に取り入れるようにする。
（２）関係機関との協働体制の構築
 町や町社協等は、⾃治会、⺠⽣委員児童委員、ボランティア、ＮＰＯ、社
会福祉施設等の関係機関・団体等と、日頃から、各種事業を通して顔の見え
る関係を築いていく。
 また、特に災害発⽣直後の混乱した時期における初動体制等を定めたマ
ニュアルを各関係機関・団体と協働で策定し、想定訓練などを通して、各関
係機関・団体相互の役割などを明確化しておく。
 また、災害発⽣時に近隣市町村との連携が円滑になされるよう、平常時

４．平常時の取組み

（新規）

10



（P21-22）

震災対策 第２章 災害予防計画 第14節 災害ボランティア計画
修正前 修正後

（新規） から交流・連携に努めるものとする。甚大かつ広域的な災害に備え、近隣以
外の市町村と提携しておく。
（３）災害ボランティアの養成・登録・体制整備
 ＮＰＯ等のボランティア団体ネットワーク、町社協及び県社協は、被災者
を⽀援するボランティア活動が円滑に⾏われるよう、災害ボランティアの養
成や登録を⾏うとともに、災害ボランティアの受入等に必要な体制を整備す
るものとする。
ア 町ボランティアセンター、災害ボランティア活動のあり方などについ
 て、理解を深めるための研修の機会などを設けるとともに、災害発⽣時
 における連絡体制、活動内容などに関するルールづくり等に努める。
イ 町ボランティアセンターは、災害発⽣時にボランティアとして活動で
 きる個人やボランティア関係団体を事前に登録しておくとともに、特殊
 技能を持った団体、個人については、当事者の了解のもと、県ボラン
 ティアセンターに登録情報を提供する。
ウ 養成と登録
 ＮＰＯ等のボランティア団体ネットワークは、災害発⽣時にボラン
ティアとして活動できる個人やボランティア関係団体の養成を図るとと
もに、県内外における熟練したノウハウをもつ団体の把握や⾏政等への
情報提供に努めるものとする。
 また、町社協及び県社協は、町や県の⽀援のもとで、災害発⽣時にボラン
ティアの需給調整や関係機関との連絡調整等を⾏うボランティアコーディ
ネーターやボランティアリーダーを計画的に養成するとともに、その資質の
向上に努める。
 町社協や県社協は、町や県と連携を図り、平時からボランティアコー

11



（P22）

震災対策 第２章 災害予防計画 第14節 災害ボランティア計画
修正前 修正後

（新規） ディネーター をボランティアセンターに配置するなど、災害時の活動調整の
強化に努めるものとする。
 さらに、災害時に必要な⾃己責任、⾃己完結型のボランティア活動のあり
方などについての理解を深めるため、研修会、啓発事業などにより普及啓発
を⾏うほか、災害発⽣時における連絡体制、活動内容などに関するルールづ
くり等に努める。
 町社協は、災害発⽣時にボランティアとして活動できる個人やボランティ
ア関係団体を事前に登録しておくとともに、当事者の了解のもと、県社協に
登録情報を提供する。
エ 体制整備
 町は災害発⽣時における官⺠連携体制の強化を図るため、地域防災計画等
において、災害ボランティアセンターを運営する者（町社協等）との役割分
担等を定めるよう努めるものとする。特に災害ボランティアセンターの設置
予定場所については、地域防災計画に明記する、相互に協定を締結する等に
より、あらかじめ明確化しておくよう努めるものとする。
 町社協は、災害規模に応じ、災害時の各段階に応じて災害ボランティアと
連携した被災者⽀援ができるよう、平常時から、災害時に設置する災害ボラ
ンティアセンターによるニーズ把握、災害ボランティアの募集範囲、受付・
運営体制等の構築に努める。
（４）専門ボランティアとの協力
 専門知識、技能等を有する専門ボランティアについては、県の各担当課が
直接、⽀援の要請等の対応を⾏うことから、各担当課は定期的に、専門ボラ
ンティア団体の状況把握に努め、会議などを通して連絡体制等の確立を図る
ものとする。

12



震災対策 第２章 災害予防計画 第14節 災害ボランティア計画
修正前 修正後

（新規）

（新規）

今後は、更に多くの団体等に協力を求めていくとともに、それら専門ボラン
ティア相互のネットワーク化に努めていく。

 町社協は、平常時から他市町村社協やＮＰＯ等の災害ボランティア団体
ネットワーク等と連携を図るものとする。
 また、町や県、県社協や町社協、ＮＰＯ等のボランティア団体ネットワー
クは、平常時から住⺠に対して、災害発⽣時における災害ボランティアセン
ターやＮＰＯ等のボランティア団体の活動や役割等について理解促進を図る
ものとする。

（P22）

５．ボランティアの受入体制の整備

６．災害廃棄物の撤去等に係るボランティアとの連携（新規）

（新規）

７．その他

 町は、社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋からの災害
廃棄物、がれき、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築するものとする。
町は、地域住⺠やＮＰＯ・ボランティア等への災害廃棄物の分別・排出方法
等に係る広報・周知を進めることで、ボランティア活動の環境整備に努める
ものとする。

 具体的な運用等については、各関係機関において要綱等を定めるものとす
る。

13



（P22）

震災対策 第2章 災害応急対策計画 第15節 防災拠点施設の整備
修正前 修正後

（新規） １．防災拠点施設整備計画
 既存施設で土砂災害等による危険性の高い地域に立地する公共施設、防災
施設（消防署等）について、危険な区域から安全な区域へ移転する等、対策
の推進に努める。

14



（P22） （P25）

震災対策 第3章 災害応急対策計画 第1節 防災組織計画
修正前 修正後

２．災害対策本部 ２．災害対策本部

15



（P24） （P27）

（略） （略）

震災対策 第3章 災害応急対策計画 第2節 動員配置計画
修正前 修正後

１．職員の配置基準 １．職員の配置基準

16



（P33-34） （P37）

（３）避難所の環境整備等
町は、指定避難所となる施設について、避難所を円滑に運営するための備品
等（再⽣可能エネルギー等の代替エネルギーシステム、ガス設備、非常用電
源、防災⾏政無線、衛星携帯電話等）の整備や必要に応じ指定避難所の電力
の容量の拡大に努める。また、パーティションや段ボールベッド、仮設トイ
レ、感染症対策に必要な物資の備蓄に努めるものとする。備品等の調達にあ
たっては、要配慮者、女性、子供にも配慮するものとする。

５．避難指示等の発令の判断基準の整理
 町は、避難指示等（高齢者等避難、避難指示及び緊急安全確保を総称す
る）を適切なタイミングで必要な地域に発令できるように、あらかじめ発令
の判断基準を定めておくものとする。
 そのため、避難指示等の発令・伝達に関し、災害緊急時にどのような状況
において、どのような対象区域の住⺠に対して避難指示等を発令するべきか
等の判断基準（具体的な考え方）について、「避難情報に関するガイドライ
ン」（令和３年５月）を参考にマニュアルを整備し、空振りをおそれず躊躇
なく避難指示等を発令できるよう、平常時から災害における優先すべき業務
を絞り込み、当該業務を遂⾏するための役割を分担するなど、全庁を挙げた
体制の構築に努めるものとする。
 また、平常時から災害発⽣時を想定した避難シミュレーション訓練を⾏う
など、発令の判断基準等が適切かどうか確認を⾏うものとする。
 判断にあたっては、避難時の周囲の状況等により、屋内に留まっていたほ
うが安全な場合等やむを得ないときは、「緊急安全確保」を講ずべきこ

（３）避難所の環境整備等
町は、指定避難所となる施設について、避難所を円滑に運営するための備品
等（再⽣可能エネルギー等の代替エネルギーシステム、（新規）非常用電
源、防災⾏政無線、衛星携帯電話等）の整備や必要に応じ指定避難所の電力
の容量の拡大に努める。また、パーティションや段ボールベッド、仮設トイ
レ、感染症対策に必要な物資の備蓄に努めるものとする。備品等の調達にあ
たっては、要配慮者、女性、子供にも配慮するものとする。

（新規）
（略）（略）

震災対策 第3章 災害応急対策計画 第6節 避難収容計画
修正前 修正後

４．緊急避難場所、避難所、避難路の整備及び選定 ４．緊急避難場所、避難所、避難路の整備及び選定
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（P37）

（新規）

とにも留意する。
町は、避難指示又は緊急安全確保を発令する際に、国又は県に必要な助言を
求めることができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとと
もに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておくものとす
る。

（１）避難誘導等の警戒避難体制の整備
町は、避難指示等の発令区域・タイミング、指定緊急避難場所、避難経路等
の住⺠の避難誘導等警戒避難体制をあらかじめ計画するものとする。その
際、水害と土砂災害、複数河川の氾濫、台風等による暴風と河川洪水との同
時発⽣等、複合的な災害が発⽣することを考慮するよう努めるものとする。
（２）情報伝達手段の整備
町は、防災⾏政無線（⼾別受信機を含む。）の整備や、ＩＰ通信網等の活用
を図り、災害情報を被災者等へ速やかに伝達する手段の確保に努めるととも
に、定期的な訓練等を通じた平常時からの連携体制の構築を図る。
（３）指定緊急避難場所等の周知徹底
町は、大規模災害発⽣時に的確な避難⾏動ができるように、平常時から次の
事項について住⺠に対する周知徹底に努めるものとする。
ア 指定緊急避難場所、指定避難所の名称及び場所
イ 指定緊急避難場所、指定避難所への経路
ウ 避難指示等の伝達方法

６．避難誘導の事前措置

震災対策 第3章 災害応急対策計画 第6節 避難収容計画
修正前 修正後

（新規）

18



（P37-38）

エ 避難後の心構え
 また、指定緊急避難場所は、災害種別に応じて指定がなされていることや
避難の際には発⽣するおそれのある災害に適した指定緊急避難場所を避難先
として選定すべきであること、指定緊急避難場所と指定避難所が相互に兼ね
る場合においては、特定の災害においては当該施設に避難することが不適当
である場合があること等についても周知徹底に努めるものとする。
 なお、住⺠に対する周知徹底に当たって、防災マップ・浸水ハザードマッ
プの作成、案内標識、誘導標識等の設置、講習会等を⾏うものとする。
（４）広域避難及び被災者の運送
 町は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、他の地方公
共団体との広域一時滞在に係る応援協定の締結や、被災者の運送が円滑に実
施されるよう運送事業者等との協定の締結など、発災時の具体的な避難・受
入方法を含めた手順等を定めるよう努めるとともに、災害発⽣のおそれ段階
であっても、必要と認めるときは、広域避難を検討の上、実施するものとす
る。
 また、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、関係機関と
連携して実践型の防災訓練を実施するよう努めるものとする。
（５）多数の者が出入りする施設における対策
 病院、工場、事業所、道の駅等多数の者が出入りする施設の設置者又は管
理者は、当該施設内にいる者の避難を迅速かつ安全に⾏うため、具体的な避
難計画を策定し、町⻑、消防機関、警察等と綿密な連絡をとり、災害時に対
処する体制を常に確立しておくものとする。

震災対策 第3章 災害応急対策計画 第6節 避難収容計画
修正前 修正後

新規
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５．避難所（指定避難所：被災者が避難⽣活を送るための避難所）の開設及
び収容保護

（P34） （P38-39）

（６）避難所運営マニュアルの作成
 町は、災害時に設置される避難所について、要配慮者への⽀援、プライバ
シーや子供の居場所の確保、男女共同参画、感染症予防・まん延防止及び食
中毒発⽣予防及びペット同⾏など多様な視点に配慮した避難所運営マニュア
ルや体調・栄養管理ができる医療関係者の配置計画、巡回基準等をあらかじ
め作成し、関係者への周知を図るものとする。
 さらに、町は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、指定避難所の運営管
理のために必要な知識等の普及に努めるものとする。この際、住⺠等への普
及に当たっては、住⺠等が主体的に指定避難所を運営できるように配慮する
よう努めるものとし、避難⽣活⽀援に関する知見やノウハウを有する地域の
人材に対して協力を求めるなど、地域全体で避難者を⽀えること

７．避難所（指定避難所：被災者が避難⽣活を送るための避難所）の開設及
び収容保護

（６）避難所運営マニュアルの作成
 町は、災害時に設置される避難所について、要配慮者への⽀援、プライバ
シーや子供の居場所の確保、男女共同参画、感染症予防・まん延防止及び食
中毒発⽣予防及びペット同⾏など多様な視点に配慮した避難所運営マニュア
ルや体調・栄養管理ができる医療関係者の配置計画、巡回基準等をあらかじ
め作成し、関係者への周知を図るものとする。
 さらに、町は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、指定避難所の運営管
理のために必要な知識等の普及に努めるものとする。この際、住⺠等への普
及に当たっては、住⺠等が主体的に指定避難所を運営できるように配慮する
よう努めるものと（新規）

震災対策 第3章 災害応急対策計画 第6節 避難収容計画
修正前 修正後

（新規） （６）児童⽣徒等の対策
 町は、学校等が保護者との間で、災害発⽣時における児童⽣徒等の保護者
への引渡しに関するルールを、あらかじめ定めるよう促すものとする。
また、町は、⼩学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難等のため、災害
発⽣時における幼稚園・保育所等の施設、市町村間及び県の相互連絡・連携
体制の構築に努めるものとする。
（７）指定避難所以外の施設における対策指定避難所以外の施設の管理者
は、大規模災害時には、多くの住⺠が避難してくることを想定し、施設の安
全性の確認方法及び避難者への対応方針等についてあらかじめ備え、訓練す
ることとする。また、町担当部局等や近隣の指定避難所等を把握しておくも
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（P36） （P39-40）

（略）

（略） （略）

（略）（略）

（略）

ができるように留意することとする。特に、夏季には熱中症の危険性が高ま
るため、熱中症の予防や対処法に関する普及啓発に努めるものとする。
 また、消防団のほか、嘱託会、⾃主防災組織等の住⺠組織、ＮＰＯ、ボラ
ンティア、社会福祉協議会等と連携の上、避難所開設・運営訓練を実施する
などして、避難所運営マニュアル等の点検や見直しを⾏うとともに、町及び
各種指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な⽣活環境の継続的な確保の
ために、専門家等との定期的な情報交換や避難⽣活⽀援に関する知見やノウ
ハウを有する地域の人材の確保・育成に努めるものとする。
 町は、あらかじめ、避難所の運営管理に必要な知識等を住⺠へ普及させ
る。

する。特に、夏季には熱中症の危険性が高まるため、熱中症の予防や対処法
に関する普及啓発に努めるものとする。
 また、消防団のほか、嘱託会、⾃主防災組織等の住⺠組織、ＮＰＯ、ボラ
ンティア、社会福祉協議会等と連携の上、避難所開設・運営訓練を実施する
などして、避難所運営マニュアル等の点検や見直しを⾏うとともに、町及び
各種指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な⽣活環境の継続的な確保の
ために専門家等との定期的な情報交換（新規）に努めるものとする。
 町は、あらかじめ、避難所の運営管理に必要な知識等を住⺠へ普及させ
る。

震災対策 第3章 災害応急対策計画 第6節 避難収容計画
修正前 修正後

（略）
６．車中避難者を含む指定避難所外避難者への対応 ８．車中避難者を含む指定避難所外避難者への対応

11．土砂災害警戒（特別）区域及び災害危険区域における避難対策９．土砂災害警戒（特別）区域及び災害危険区域における避難対策

８．避難所における男女共同参画の推進 10．避難所における男女共同参画の推進

７．浸水想定区域における警戒避難体制 ９．浸水想定区域における警戒避難体制
（略）
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11．外国人に対する対策 13．外国人に対する対策
（略） （略）

12．防火対象物等における避難対策等

12．要⽀援者に対する対策
（略）

震災対策 第3章 災害応急対策計画 第6節 避難収容計画
修正前 修正後

10．要⽀援者に対する対策
（略）

14．防火対象物等における避難対策等
（略） （略）

（P36-37） （P40-41）
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（１）組織（１）組織

震災対策 第3章 災害応急対策計画 第8節 消防計画
修正前 修正後

１．消防組織、機構 １．消防組織、機構

（略） （略）

（P41） （P46）
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（P5） （P5）

 町は、「⾃らの身の安全は⾃らが守る」という防災の基本について、一般
住⺠が⾃覚を持ち、防災意識の高揚が図られるよう、次により地震に関する
防災知識の普及徹底を図るとともに、地震に関する情報を住⺠が容易に理解
できるよう、地震情報（震度、⻑周期地震動階級、震源、マグニチュード、
地震活動の状況等）、東海地震に関する情報南海トラフ地震に関する情報等
の解説に努め、報道機関等の協力を得て、住⺠に迅速かつ正確な情報を伝達
するものとする。

（略）

（略） （略）
町は、「⾃らの身の安全は⾃らが守る」という防災の基本について、一般住
⺠が⾃覚を持ち、防災意識の高揚が図られるよう、次により地震に関する防
災知識の普及徹底を図る（新規）ものとする。

（略）

震災対策 第２章 災害応急対策計画 第１節 防災知識普及計画
修正前 修正後

３．一般住⺠に対する防災知識の普及 ３．一般住⺠に対する防災知識の普及
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